
 

令和元年度 収集情報 

項 目 内  容 

テーマ 「ダイエット健康食品」の摂取に関する注意喚起について 

要旨 

１ 「健康食品」に関する注意喚起情報の解析結果 

〇国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所（以下、「栄養研」という。）では、

国内外の公的機関が公表したいわゆる「健康食品」に関する注意喚起情報を収集

し、同サイトで公表している。本年 5 月、2010 年 1 月から 2018 年 12 月までの

間に掲載された情報の解析結果として、「健康食品」の利用による健康被害の特

徴が、健康被害にあわないためのポイントとともに同サイトに公表された １）※１。 

【注意喚起情報の主な特徴】 

・ 期間中の注意喚起情報は 3,569 件あり、このうち実際に製品の利用によって発

生した健康被害情報は 217 件であった。 

・ 健康被害事例の 8 割以上は、違法に医薬品成分が含有または表示されていた製

品であった。 

・ 日本国内の公的機関から出された注意喚起情報は 568 件で、このうち健康被害

情報は 24 件であった。 

・ 健康被害情報の 22 件は、痩身目的で無承認無許可医薬品を使用したものであ

り、その多くは個人輸入によるものであった。また、このうち 21 件が女性で、

特に 10 代から 30 代までの若い年代での被害が目立っていた。 

〇消費者庁は、本年 6 月に発表した食品表示の適正化に向けた取組の中で、夏季一

斉取締りの実施にあたり、本解析結果を踏まえ、痩身効果を標ぼうするいわゆる

「ダイエット健康食品」を安易に使用することのないよう、一般消費者に対し注

意喚起を促すこととした ２）。 

２ 「健康食品」に関する安全性情報共有事業による収集事例の解析結果 

〇都は、「健康食品」に関する健康被害の拡大防止・未然防止を図るため、平成 18
年度から、東京都医師会及び東京都薬剤師会と連携し、都民から医療関係者に寄

せられた「健康食品」の利用との関連が疑われる健康被害事例を収集している。 

〇平成 29 年度までに収集、蓄積した 351 事例について解析した結果、摂取目的と

して、「ダイエット・美容」は、「治療」、「健康の維持・増進」に次いで多かった。

また、「ダイエット・美容」目的による摂取事例で、最も多かった年齢層は 20 代

から 40 代までで、性別では、女性が圧倒的に多かった ※２。 

３ 都民を対象とした「健康食品」の摂取に係る調査結果 

〇都は、平成 27 年度に、都民による「健康食品」の利用実態調査を実施した ３）。

本調査結果をもとに、ダイエット等を目的とした摂取経験者について、再集計を

行ったところ、以下の傾向がみられた ４）。 

・ 利用者属性の内訳は、18~39 歳の女性が 37.1%で最多であった。 

・ 「健康食品」に対するイメージや考えとして、「効果は期待できない」、「あまり

信用できない」の順位が、全体と比較して低かった。 
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・ 「健康食品」を購入する際に重視することの中では、「認証マーク等の表示やマ

ーク」及び保健機能食品であることの割合が、全体と比較してやや高かった。 

・ 「健康食品」の購入先、購入する際に参考にする情報は、全体と比較して大き

な差がなかった。 

・ 表示された摂取目安量よりも多く利用（摂取）したことがある割合が、全体と

比較してやや高かった。 

・ 中学生以下の子供と同居している場合について、その子供の「健康食品」利用

率が、全体と比較して高かった。 

４ 高校生による健康食品の利用実態調査 

〇栄養研では、平成 29 年度に、高校生のサプリメント利用に関する実態調査を実

施し、以下のような傾向があったと報告している ５）※３。 

・ サプリメントの利用率は、男子が 30.8％、女子が 26.7％であった。 

・ 利用者のうち、自ら購入した人の割合は、男子 42.4％、女子 43.8％であった。 

・ 利用目的は健康維持が多く、そのほか、男性では体力の強化及び成長、女性で

はダイエットが多かった。 

・ 女性のダイエット目的のサプリメント利用割合は、自ら購入する利用者

（40.9%）が、自ら購入しない利用者（20.4%）よりも 2 倍多かった。 

・ 男女とも、自ら購入した人が最もよく使用した情報源はインターネットであっ

た（男性 55.6％、女性 62.5％）。女性では、自ら購入した利用者は、自ら購入

しない利用者と比べて「薬剤師またはドラッグストア店員」（25.0％）や「POP
（店頭ディスプレイ）」（23.9％）から情報を得ることが多かった。 
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